
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：貧困地域小規模インフラ整備事業（Ⅲ） 

L/A 調印日：2009 年 11 月 10 日 

承諾金額：17,952 百万円 

借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における貧困削減の実績（現状）と課題 

ベトナムの貧困率は、90 年代の経済成長等により、1998 年から 2006 年にかけ、

37.4%から 16.0%へ低下した。しかし地域間比較では、都市部貧困率が 06 年に 3.9%

と低下した一方、農村部貧困率は 20.4%と高く、格差が存在している。その要因とし

て、地理的要因（地勢的に不利な地域での居住)、社会資本要因（不十分なインフラ･

サービス）等が考えられる。 

(2) 当該国における貧困削減政策と本事業の位置付け 

ベトナム政府は、国家開発の基本指針である「10 ヶ年社会経済開発戦略（2001－

2010）」において、貧困率が高い地方農村地域における基礎インフラ（道路、配電網、

水道、灌漑施設等）整備の推進を掲げている。また、「第 8 次社会経済開発 5 ヵ年計

画（2006－2010）」（以下、「SEDP」。）においても、特に農村部でのインフラ整備を

推進し、農民の生活水準の向上、飢餓の撲滅、継続的な貧困者数の減少を目指してい

る。上記ベトナム政府の貧困削減計画を踏まえ、本事業では、貧困地域における基礎

インフラ整備を行う。 

(3) 貧困関連セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 国別援助計画（2009 年 7 月）において対ベトナム援助の「四つの柱」の一つとさ

れる「生活面での改善」に向けた重点分野として、「農業・農村開発／地方開発」を

掲げて貧困地域における生活・生産インフラ（上水道、村落道路、電化、農業水利、

治水など）の整備・管理に係る支援に重点的に取り組むとしている。従って、本事

業は我が国の対ベトナム援助の基本方針に合致するものである。 

JICA は、「社会・生活面の向上と格差是正」の一環として、貧困層及び貧困層に近

い所得階層に位置する人々の貧困緩和や経済的脆弱性の克服、経済成長により拡大す

る格差の是正を通じて公正な社会作りを支援する方針である。 

(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行及びアジア開発銀行は、SEDP に沿った支援を行っており、同計画の四本

柱の一つである「貧困削減と社会的包含（Social Inclusion）の確保」のための具体的

支援策として、農村部貧困層の基礎社会サービスへのアクセスを改善することを狙い

とした事業を実施している。 



(5) 事業の必要性 

ベトナムの貧困地域においては、インフラを整備することで同地域の農業生産性向

上や多角化の促進による農業収入増加と安定、農村工業の発展による雇用創出、貧困

層の生活環境の改善等を通じて貧困削減に資することが期待されている。 

農村部の貧困削減に資するインフラ整備を行う本事業は、ベトナム政府が最重点分

野とする公平性確保のための地域間経済格差の是正及び貧困削減・絶対的貧困の撲滅

に寄与することが期待されるものであり、JICA が支援することの必要性・妥当性は

高い。 

 

３．事業概要 

(1) 事業の目的 

ベトナムにおける貧困指標等の基準に照らして選定された地方省を対象とし、道路、

電力、給水、灌漑の小規模インフラ整備を行うことにより、市場への物流促進、公共

サービス（電力、給水）へのアクセス改善、及び農業生産性の向上を図り、もって貧

困削減に寄与するもの。  

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

36 地方省（特に、貧困率の高い北部山岳地域、「開発の三角地帯」1の 14 省につい

ては「重点省」とし、優先的に取組を行う。） 

(3) 事業概要 

1) 道路、電力、給水、灌漑の小規模インフラの新設・改修 

・ 道路 52 件：コンクリート舗装、橋梁建設等（総距離約 890ｋｍ） 

・ 電力 14 件：中・低圧送電線の新設／増強／改修、配電変圧器の設置等 

・ 給水 16 件：採取施設、ポンプ施設、処理・ろ過施設、配水管網の建設等（給水

人口約 27 万人） 

・ 灌漑 18 件：用・排水路の改修、貯水池の整備等（対象面積約 6 万 4 千 ha） 

・ 農業振興センター他 4 件：パイロット事業2の中核となる研修施設の建設等 

 2) コンサルティング・サービス（詳細設計・施工監理補助等） 

(4) 総事業費 

21,605 百万円（うち、今次借款対象額：17,952 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2009 年 9 月～2013 年 10 月を予定（計 50 ヶ月）。施設供用開始時(2013 年 10 月)

をもって事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic 

                                                  
1 「開発の三角地帯」とは、カンボジア（Cambodia）、ラオス（Laos）、ベトナム（Vietnam）の 3 ヶ国の国境の

山岳地帯に当たり最も開発の遅れた地域であり、ベトナムにおいては中部高原にあるザーライ省、コントゥム省、

ダクラク省、ダクノン省が該当する。2004 年 11 月に行われた CLV 首脳会議における、「開発の三角地帯」設立に

関するビエンチャン宣言に基づくもの。 
2 農業生産促進を通じた生計向上の実現に向けて、地域の特性を生かした開発シナリオを設定し、複数セクターの

インフラ（道路・灌漑・給水等）整備を複合的に行うもの。 



of Viet Nam） 

2) 事業実施機関：ベトナム計画投資省（MPI: Ministry of Planning and Investment）

3) 操業・運営／維持・管理体制：（道路セクター）省または郡人民委員会交通局、（電

力セクター）ベトナム電力公社または省人民委員会電力局、（給水セクター）水道公

社、（灌漑セクター）灌漑管理公社、（農業振興センター他）省または郡人民委員会。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002 年 4

月制定）に掲げる道路セクター等のうち大規模なものに該当せず、環境への望ま

しくない影響は重大でないと判断され、かつ同ガイドラインに掲げる影響を及ぼ

しやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため、カテゴリBに該当する。 

③ 環境許認可 

一部サブプロジェクトに同国国内法上環境影響評価（EIA）報告書の作成が義

務付けられており、詳細設計前までに国内法で定められた機関により承認見込み。 

④ 汚染対策 

工事中及び供用時の大気質、水質、騒音・振動等への影響は、乾季を避けた土

木工事(道路)、農薬の適切な使用方法指導(灌漑)、泥の固形廃棄物場への廃棄(給

水)等の対策をとることで、同国国内の環境・排出基準を満たす見込み。 

⑤ 自然環境面 

事業サイト及びその周辺は国立公園等の影響を受けやすい地域、慎重な配慮が

必要と思われる地域等に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であ

ると想定される。 

⑥ 社会環境面 

本事業に係るサブプロジェクトにおいて、大規模ではないが住民移転を伴う可

能性がある。用地取得及び補償手続きは同国国内法に沿って実施される予定。 

⑦ その他・モニタリング 

本事業では、MPI 及び各省、郡人民委員会の PMU が適切な環境社会配慮を行

ったうえで、サブプロジェクトの実施を行う。モニタリングについては、郡人民

委員会が、大気質、水質、騒音・振動等への物理的影響や、配電・給水システム

への接続率等への社会的影響についてモニタリングする。 

2) 貧困削減促進： 本事業は、貧困地域において道路、電力、給水、灌漑の小規

模インフラを整備することにより、貧困層の公共サービスへのアクセス向上を図る。

同時に、パイロット事業においては、地域振興のための周辺インフラ整備という観

点を取り込んだ新しいアプローチでパイロット省人民委員会が計画した事業を採

択し、貧困地域の産業開発・雇用促進を図る。よって、本事業は JICA 定義の貧困

対策案件に合致する。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者



配慮等）：本事業に含まれる全サブプロジェクトについて、2007 年 4 月 20 日付法

令「コミューンレベルの民主化の実施」（34/2007/PL-UBTVQH11）に従い、事業計

画段階で住民協議を開催しており、さらに、事業開始前に事業計画の詳細について

再度の住民協議を実施する。 

(8) 他ドナー等との連携：特になし。 

(9) その他特記事項：技術協力との連携について、本事業は、JICA 開発調査「北西部

山岳地域農村生活環境改善マスタープラン策定調査」(2007 年 1 月-2008 年 9 月)を踏

まえ、北西部を重点省としている。 

 

4. 事業効果 

(1) 主な運用・効果指標 

指標名 
基準値*** 

（2009 年実績値）

目標値(2016 年)***
【事業完成 2 年後】

郡貧困率 サブプロジェクト毎

に設定 
サブプロジェクト毎

に設定 

【道路】km 当り所要時間

(分）(雨季) 
100* 45*

【電力】世帯電化率(%) 
売電量(MWh) 

54.7**
77,332 

97.9**
201,215

【給水】給水人口(人) 16,437 289,343

【灌漑】受益面積(ha) 28,370 30,738

*基準値を 100 とした場合の指数。 

**サブプロジェクト平均値。*と**以外は合計値(改修・新設含む)。 

***基準値、目標値は SAPROF 時のもの。詳細設計でレビュー予定。 

(2) 内部収益率 

算出せず。 

   

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

地方開発・生活環境改善事業（I）（II）の事後評価結果においては、きめ細やかな

案件監理に留意する必要があるとの教訓を得ている。特に給水セクターにおけるサブ

プロジェクトについて、設計、施工、維持管理段階を通して適切な品質管理を行うこ

とが課題として指摘されている。これを踏まえ、コンサルティング・サービスにより

詳細設計レビュー、施工監理能力強化、維持管理能力強化を実施するとともに、研修

によって、SPL V で作成された詳細設計マニュアルの周知や維持管理における問題

点・対応策の事業主への共有が行われる予定である。 

 

7. 今後の評価計画 



(1) 今後の評価に用いる主な指標 

1) 郡貧困率 

2) km 当り所要時間(分）(雨季) 

3) 世帯電化率(%) 

4) 売電量(MWh) 

5) 給水人口(人) 

6) 受益面積(ha) 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成２年後 

 

以 上  


